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は  じ  め  に 

 

 本市においては、「みらいに向かう持続可能なまちづくり」をめざして、「災害に

備えるまちづくり」「子育てするなら倉敷でと言われるまちづくり」「温もりあふれ

る健康長寿のまちづくり」「世界に誇れる文化・産業のまちづくり」「みらいを見据

えたまちづくり」の５つの政策を掲げ、その実現を基本とし、市民の皆様が豊かさ

を実感でき、安全・安心で活力あふれるまちづくりを積極的に推進しているところ

であります。 

 倉敷市は、白壁の町並みを中心とした美観地区や瀬戸内海国立公園に代表される

文化と観光の街、水島コンビナートを抱える工業都市、そして高速道路網などの結

集地としての物流拠点都市という多面性をもつ中核市として、発展を遂げてきまし

た。 

 消防局としましては、消防行政を取り巻く社会環境の変化や複雑・多様化・大規

模化する災害に対応すべく、消防防災体制の一層の充実強化と刷新に努め、発生が

懸念されている南海トラフ地震等の大規模自然災害への対応を強化していくとと

もに、救命率向上のため救急高度化及び組織を担う人材の育成に努め、市民の命と

暮らしを守るため、消防の任務遂行に全力を傾注していく所存であります。 

今後とも一層の御指導、御協力をお願い申し上げます。 

 この年報は、倉敷市消防の概要と業務に関する諸事項を取りまとめたものであり、

各位の御理解と御認識を深めていただく一助となれば幸いであります。 

 なお、統計資料につきましては、原則として会計年度をもって表し、火災統計及

び救急統計は暦年といたしました。 
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                        倉敷市消防局長 
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概 要 
 



１ 倉敷市の位置・市勢 

 

  （令和７年４月１日現在）      受託町の面積・人口・世帯数 

 
位 置 

北緯  34 度 35 分  町  名 面積 k ㎡ 人 口 世帯数 

 東経 133 度 46 分  都窪郡早島町 7.62 12,774 5,332 

 面 積 356.07 k ㎡  浅口市金光町 21.01 11,423 4,983 

 
広ぼう 

東西   25.60 ㎞  計 28.63 24,197 10,315 

 南北   27.90 ㎞ 

 

人 口 

男  229,968 人 

 女  242,017 人 

 計  471,985 人 

 世帯数   221,699世帯 

 

 

２ 倉敷市の概況 

 

本市は、岡山県南端に位置し、児島半島の南西部から西へ高梁川の河口付近一帯を瀬戸

内海に面した、山陽道の文化・経済の主要都市である。市の中心部「倉敷川畔」には、江

戸時代からの伝統を引き継ぎ、まさに日本文化の集約ともいえる美しい町並みが残り、文

化庁から「伝統的建造物群保存地区」に選定されている。ここには、文化のまち「倉敷」

のシンボルともいえる大原美術館をはじめ、考古館、民芸館等が立ち並び、一帯が文化の

かおり高い「美観地区」として人々に愛されている。 

また、市の南部には、瀬戸内海国立公園の中枢備讃瀬戸に臨み、内海随一の展望を誇る

鷲羽山をはじめ、王子が岳、由加山、通仙園等すぐれた景勝をそなえた国立公園特別地域

を擁し、西部には、聖僧良寛禅師ゆかりの地、円通寺公園等豊富な景勝地と名所、史跡、

文化財が一帯に散在している。 

こうした伝統のまち「倉敷」に、昭和６３年３月に山陽自動車道、昭和６３年４月に瀬

戸大橋が相次いで開通した。続いて、平成９年３月に岡山自動車道が整備されたことによ

り、東西南北の広域交通網の結節都市として、また、瀬戸内の中核都市として新時代に向

けての新たな一歩を踏み出した。 

このように、大きな変化が進む中で、倉敷市では新旧調和したまちづくりが各地区で行

われている。 
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３　倉敷市消防の沿革

　ごとに記すこととした。

　

　　※　倉　敷　消　防　※

　

　明治27年 倉敷町公設消防組設置　（明治27年2月1日勅令第15号）

編成4組、組頭、小頭各1人、消防手160人、腕用ポンプ4台

　大正12年 上水道竣工により水道消火栓を設置、水管車（絡車）4台、手挽ガソリンポンプ2台購入

　昭和２年 万寿村、大高村と合併し消防組改編

　昭和３年 市政施行により倉敷市消防組に改組

　昭和14年 倉敷市警防団に改編する（昭和14年1月24日勅令第20号警防団令）

3箇分団、消防車1台、手挽ガソリンポンプ15台、腕用ポンプ12台

　昭和17年 機関員2人、消防員2人による半常備制とする（夜間のみ勤務）

　昭和18年 倉敷市警防団常備部設置、消防車1台、常備職員10人で交代制により実施

　昭和19年 中洲町合併により警防団を4箇分団とする

　昭和22年 消防団令公布され、警防団を廃し消防団に改称

　昭和23年 倉敷市消防本部、署、団を設置（消防組織法）

編成・・・1署、1団、職員12人、消防車2台、4箇分団、団員655人

　昭和25年 粒江村を合併、消防団を5箇分団、団員659人とする

　昭和26年 菅生村、中庄村、帯江村を合併、8箇分団、団員1,000人とする

　昭和27年 豊洲村を合併、9箇分団、団員1,000人とする

　昭和28年 西阿知町、福田町、連島町を合併、12箇分団、団員2,160人とする

　昭和29年 倉敷市消防署水島分署を設置し、職員11人、消防車1台を配置

藤戸町を合併し、消防団を13箇分団、団員1,610人に改編

倉敷市危険物保安協会発足

　昭和31年 水島臨海工業地域に最初の工場誘致

　昭和32年 消防用中波無線局を設置

　昭和34年 救急業務開始

　昭和36年 水島臨海工業地域の第1期工事終わる（日本興油、三菱石油、中国電力、日本鉱業、東京製鐡）

　昭和37年 化学車購入、倉敷市消防署水島分署に配置

　昭和39年 消防団機構改革、分団毎消防車を配置、13箇分団、団員284人とする

　昭和40年 水島分署を署に昇格、中洲出張所を開設、消防車1台、職員10人を派遣

消防用超短波無線局を開設

消防相互応援協定を玉野海上保安部と締結

　昭和41年 大型化学車1台購入、水島署へ配置

救急車1台購入、水島署へ配置

　　この沿革は、現在の倉敷市消防を認識するうえに必要な経過事項について、倉敷・児島・玉島の地区



　　※　児　島　消　防　※

　　

　明治27年 消防組規則公布により、村毎に消防組が編成

　明治30年 味野村野崎家に腕用ポンプ3台、消防組員40人編成され、大規模に自衛消防隊として活躍

　明治38年 野崎家では、自家用上水道（100ﾐﾘ）を布設し消火栓9基を設置し活用

　明治40年 各村毎に腕用ポンプを設置

　昭和７年 味野村に上水道布設、消火栓47基、手挽ガソリンポンプ1台購入

　昭和10年 手挽ガソリンポンプ1台購入（以後、年々整備）

　昭和14年 警防団令により警防団設置

　昭和22年 消防団令公布され、警防団を廃し、消防団に改称

　昭和23年 味野町、児島町、下津井町、本荘村の合併により市制施行

消防本部を設置、消防車1台購入、4消防団、団員970人、手挽ガソリンポンプ13台、

腕用ポンプ14台で発足

　昭和25年 三輪消防車1台購入、本荘消防団へ配置

　昭和26年 消防車1台、三輪消防車1台、児島消防団、下津井消防団へ配置

　昭和27年 消防車1台購入、消防本部へ配置

児島消防署、消防車2台、職員17人をもって発足

消防団1団4箇分団とし、団員610人、消防ポンプ24台に統合整備

　昭和31年 隣接琴浦町と合併、琴浦派出所設置、消防車1台、職員5人配置

水槽付消防ポンプ自動車1台購入、消防署に配置

消防職員24人、消防車5台

消防団1団6分団、1,200人、消防ポンプ46台

　昭和33年 消防団統合整備し消防職員を増員、職員30人、団員800人

児島市危険物保安協会発足（会員130人）

　昭和34年 隣接郷内村と合併、1分団を加え、団員1,050人となる

消防車1台購入、郷内分団へ配置

　昭和35年 消防庁舎新築移転、琴浦派出所を廃止

危険物保安協会を児島市防火協会と改称

日本損害保険協会より消防車1台寄贈を受け、消防署へ配置

　昭和36年 消防用超短波無線局配置

　昭和37年 水槽付消防ポンプ自動車1台購入、消防署へ配置

　昭和38年 職員3人を増員、指令車1台購入、消防署へ配置

　昭和40年 消防団統合整備により団員200人を整備し、850人となる

消防車1台購入、下津井分団に配置

　昭和41年 救急業務開始、救急車1台購入、職員4人増員

ライオンズクラブより査察車1台、赤バイ1台寄贈を受け、消防署へ配置



　　※　玉　島　消　防　※

　　

　明治21年 勇崎村に雲竜水を購入、火消組を設置

　明治36年 大字単位に腕用ポンプ配置、公設消防組を組織

　大正14年 私設消防組を公設に引上げ、総員1,640人

　昭和４年 ガソリンポンプ2台購入配置

　昭和14年 警防団令により警防団と改組

　昭和19年 玉島町警防団常備消防部設置（9人）

　昭和23年 玉島消防団と改称、17箇部、530人

　昭和26年 団の機構整備、17箇部、353人

　昭和27年 市制を施行、玉島消防団となる

　昭和28年 消防ポンプ自動車を購入、常備消防部へ配置

長尾町、富田村、黒崎町を合併、7団、1,298人

　昭和30年 常備消防部4人増員し、13人となる　団員整備、7分団、939人

　昭和31年 吉備郡穂井田村の一部合併、8分団、1,061人

　昭和32年 玉島市消防本部及び消防署を設置、職員17人

　昭和34年 消防職員2人増員、19人となる

　昭和35年 消防ポンプ自動車1台購入、団平町に配置

玉島危険物安全協会発足

　昭和37年 消防用超短波無線局を設置

　昭和38年 日本損害保険協会より消防車1台寄贈を受け、消防署へ配置

消防ポンプ自動車1台購入、消防署へ配置

　昭和39年 消防指令車1台購入、消防署へ配置

　昭和40年 団員の定員改正、8箇分団、860人

　昭和41年 可搬積載車1台購入、消防署へ配置

　　



　　新　　倉　　敷　　市

　　　　　

昭和42年 2月 旧倉敷市、児島市、玉島市大同合併

1本部、4署、1出張所、職員数158人

3団、団員数1,983人（倉敷284人、児島849人、玉島850人）

12月 スノーケル車2台購入、水島消防署、児島消防署へ配置

昭和43年 4月 職員定数改正、定員216人

本部機構改革、1課（総務課）6係となる

昭和44年 4月 職員定数改正、定員228人

本部機構改革、2課（総務課、警防課）6係となる

消防署の機構を4係に統一（庶務、予防、消防1、消防2）

5月 化学消防艇を購入、水島消防署へ配置、水島消防署へ水上係を新設

救急業務に関する協定、庄村、金光町締結

9月 救急業務に関する協定、吉備町、鴨方町と締結

11月 玉島消防署庁舎新築移転

はしご付消防ポンプ自動車（32ｍ級）購入、倉敷消防署へ配置

昭和45年 4月 職員定数改正、定員230人

12月 児島消防署庁舎増築

昭和46年 2月 第1回倉敷市消防吏員昇任試験実施

3月 庄村を編入合併、消防団4団制となる（庄消防団192人）

4月 職員定数改正、定数245人

本部機構改革、予防課を新設、3課7係となる

臨港消防署開署、職員22人、化学車、普通ポンプ車、消防艇を配置

岡山市と消防相互応援協定締結

10月 倉敷市消防音楽隊発足

玉野市と消防相互応援協定締結

昭和47年 3月 玉野海上保安部と船舶消防業務協定締結

4月 職員定数改正、定数285人

第2回倉敷市消防吏員昇任試験実施

広域消防委託業務開始（茶屋町・早島町・船穂町・金光町）

水島消防署新庁舎落成

消防救急通信指令装置完成開局

5月 本部機構改革、次長制を敷き、総務課に教養主幹、予防課に危険物係を新設

茶屋町を編入合併、消防団5団制となる（茶屋町消防団127人）

12月 スノーケル車購入、玉島消防署へ配置

昭和48年 4月 職員定数改正、定数310人

5月 消防職員待機宿舎（独身者50人収容）「誠風寮」落成

6月 倉敷消防署庄出張所、児島消防署琴浦出張所を開所

10月 破壊装置付屈折放水車（ブレーク・スクアート）購入、水島消防署へ配置

11月 第3回倉敷市消防吏員昇任試験実施

昭和49年 4月 職員定数改正、定数355人

茶屋町消防団解団、倉敷消防団茶屋町分団（団員55人）となり、3団制となる

消防団機構改革3団定員2,075人（倉敷消防団365人、児島消防団850人、玉島消防団860人）とし、

報酬等の均一をはかる

5月 本部機構改革、予防課に審査主幹を置く

倉敷消防署東出張所、玉島消防署北出張所及び西出張所を開所

8月 水島海上保安部と船舶消防業務協定締結　玉野海上保安部と協定解除



10月 消防本部、倉敷消防署合同庁舎落成

倉敷東ライオンズクラブから倉敷消防署に指令車1台寄贈される

昭和50年 1月 装甲化学車購入、水島消防署へ配置

2月 第4回倉敷市消防吏員昇任試験実施

5月 本部機構改革、教養主幹の下に教養主任を、審査主幹の下に審査主任を置く

11月 予防課に技術主任を置き、その下に技術担当員を置く

昭和51年 4月 消防団機構改革、3団定員1,580人（倉敷消防団15分団330人、児島消防団7分団35部650人、

玉島消防団8分団38部600人）

10月 本部機構改革、消防本部を消防局に昇格

消防局に防災対策課を新設、4課10係となる

12月 倉敷王子ライオンズクラブから児島消防団に軽四輪積載車1台寄贈される

昭和52年 3月 大型高所放水車を購入、水島消防署へ配置

4月 職員定数改正、定数375人

消防団機構改革、玉島消防団を8分団36部とする

第5回倉敷市消防吏員昇任試験実施

5月 機構改革、消防局予防課に査察係を、倉敷消防署に救助1、2係を新設

水島消防署に次長級署長を置く

12月 大型化学車、泡原液搬送車購入、水島消防署へ配置（三点セット装備完了）

昭和53年 3月 山之内製薬㈱から救急車1台寄贈を受け、玉島消防署へ配置

4月 職員定数改正、定数385人

消防団機構改革、玉島消防団を8分団34部とする

5月 機構改革、消防局予防課に保安主幹を置く

倉敷消防署に次長級署長を置く

児島消防署郷内出張所を開所

9月 救急搬送情報システム運用開始

昭和54年 2月 岡山県共済農業協同組合連合会から救急車1台寄贈を受け、倉敷消防署へ配置

3月 第6回倉敷市消防吏員昇任試験実施

4月 職員定数改正、定数405人

5月 機構改革、水島消防署に危険物係を新設

各消防署（臨港消防署を除く4署）に消防署主任を置く

倉敷消防署大高出張所、玉島消防署西出張所を開所（旧西出張所は勇崎出張所に改称）

10月 倉敷ライオンズクラブから倉敷消防署に救急車1台寄贈される

昭和55年 2月 照明電源車購入、倉敷消防署へ配置

4月 機構改革、危険物係を予防課から防災対策課へ移す

水島消防署に主幹を置く

11月 倉敷瀬戸ライオンズクラブから児島消防署に指令車1台寄贈される

昭和56年 1月 藤徳物産㈱から倉敷消防署に救急車1台寄贈される

第7回倉敷市消防吏員昇任試験実施

消防技術吏員（海技職員）に身分変更

4月 機構改革、防災対策課に課長級主幹を置く

警防課に指令主任を、臨港消防署に消防署主任を置く

消防団機構改革、玉島消防団を8分団33部とする

昭和57年 1月 福田公園において第1回3団統一出初式を挙行

第8回倉敷市消防吏員昇任試験実施

2月 救助工作車購入、倉敷消防署へ配置



4月 機構改革、次席を副署長に改める

予防課保安主幹を予防主幹に改める

倉敷・児島・玉島消防署に消防署主幹を置く

消防団機構改革、玉島消防団を8分団32部とする

昭和58年 1月 第9回倉敷市消防吏員昇任試験実施

2月 消防艇用浮桟橋更新設置

3月 小型動力ポンプ付水槽車購入、児島消防署へ配置

4月 地図検索装置、119番同時受付装置整備及び運用開始

機構改革、消防局に部長級次長を置く

消防団機構改革、玉島消防団を8分団31部とする

6月 予防課査察係に消防技術吏員（建築指導課と併任）を置く

7月 予防課に課長級主幹を置く（昭和61年3月31日まで）

11月 児島消防署庁舎移転工事に伴い仮設庁舎へ移転

12月 岡山県共済農業協同組合連合会から救急車1台寄贈を受け、児島消防署へ配置

昭和59年 4月 倉敷阿知ライオンズクラブから倉敷消防署へ査察車1台寄贈される

消防局通信指令室を拡張し指令装置を更新（電子式消防救急指令システム導入）

11月 倉敷瀬戸ライオンズクラブから人員搬送車（定員15人）寄贈を受け、児島消防団本部へ配置

12月 児島消防署新庁舎落成

昭和60年 1月 はしご付消防自動車（48ｍ級）購入、倉敷消防署へ配置

現場指揮車購入、消防局警防課へ配置

第10回倉敷市消防吏員昇任試験実施

4月 機構改革、消防局警防課に指令主幹を、倉敷消防署に警防主幹を置く

消防局予防課に査察主幹を置き、その下に査察主任及び査察担当員を置く

10月 倉敷市消防団連合会発足

昭和61年 1月 化学消防艇購入更新、臨港消防署へ配置

3月 児島ライオンズクラブから児島消防署へ査察車1台寄贈を受ける

4月 国際消防救助隊（ＩＲＴ－ＪＦ）結成、倉敷市も加入

5月 玉島ロータリークラブから玉島消防署へ指令車1台寄贈を受ける

6月 消防署各出張所へ留守番電話設置

7月 消防局及び各消防署に電話ファクシミリ装置設置

マイクロバス（定員29人）購入、消防局に配置

11月 はしご付消防ポンプ自動車（15ｍ級）購入、児島消防署へ配置

昭和62年 3月 新市発足20周年記念出初式挙行

5月 新市発足20周年記念“87防災フェアー“開催

10月 はしご付消防ポンプ自動車（15ｍ級）購入、倉敷消防署へ配置

第11回倉敷市消防吏員昇任試験実施

12月 岡山県共済農業協同組合連合会から救急車1台寄贈を受け、倉敷消防署へ配置

昭和63年 1月 香川県坂出市と消防相互応援協定締結（瀬戸中央自動車道）

坂出市消防本部、岡山県、香川県及び本州四国連絡橋公団第２建設局と消防

及び救急・救助業務に関する覚書交換（瀬戸中央自動車道）

2月 笠岡地区消防組合消防本部と消防相互応援協定に係る実施細目の交換（山陽自動車道）

総社市消防本部と消防相互応援協定に係る確認書の交換（山陽自動車道）

救助工作車購入、玉島消防署へ配置

3月 岡山県信用金庫協会から救急車1台貸与を受け、児島消防署へ配置

消防無線設備（2ＧＨｚ帯）の設置

児島消防署上の町臨時出張所を開所（瀬戸大橋博覧会開催中）

笠岡地区消防組合と消防相互応援協定締結（山陽自動車道）



4月 児島消防署下津井出張所を開所

10月 第12回倉敷市消防吏員昇任試験実施

倉敷天領ライオンズクラブから倉敷消防署へ査察車1台寄贈を受ける

12月 はしご付消防ポンプ自動車（30ｍ級）購入、水島消防署へ配置

平成元年 2月 救助工作車購入、児島消防署へ配置

4月 機構改革、消防局に副参事を、消防局警防課に課長級主幹を、水島消防署・児島消防署・玉島消防署

に警防主幹を置く

消防団機構改革、3消防団を統合し倉敷市消防団とする　定員1,500人（倉敷方面団19分団400人、

児島方面団7分団35部600人、玉島方面団8分団31部500人）〔2年間経過措置あり〕

福田公園において、消防団統合記念出初式を挙行した

8月 はしご付消防ポンプ自動車（15ｍ級）購入、玉島消防署へ配置

(財)日本消防協会から救急車1台寄贈を受け、倉敷消防署へ配置

10月 第13回倉敷市消防吏員昇任試験実施

11月 小型動力ポンプ付水槽車購入、倉敷消防署へ配置

12月 岡山県共済農業協同組合連合会から救急車1台寄贈を受け、倉敷消防署へ配置

平成2年 1月 化学車購入、倉敷消防署へ配置

4月 岡山県下消防相互応援協定を締結

連島北分団、福田南分団を新設

10月 第14回倉敷市消防吏員昇任試験実施

平成3年 1月 泡放射砲車購入、水島消防署へ配置

2月 救助工作車購入、倉敷消防署へ配置

3月 岡山市消防局と消防相互応援協定に係る実施細目の交換（山陽自動車道）

消防団緊急伝達システム設置（児島方面団管内）

10月 第15回倉敷市消防吏員昇任試験実施

12月 予防危険物業務用オフィスコンピューター導入

平成4年 3月 泡放射砲車購入、水島消防署へ配置

地図検索装置整備

消防団緊急伝達システム設置（玉島方面団管内）

4月 機構改革、児島・玉島消防署に次長級署長を、倉敷・水島消防署に課長級副署長を置く

総務課に課長級主幹を置き、人事教養係を新設

児島・玉島消防署に庶務担当の主幹を、各消防署（臨港消防署を除く）に予防主幹を置く

7月 (財)日本消防協会から指令広報車1台寄贈を受け、倉敷消防署へ配置

11月 泡放射砲車購入、臨港消防署へ配置

平成5年 2月 化学車購入、玉島消防署へ配置

3月 高規格救急車購入、倉敷消防署へ配置

消防団緊急伝達システム設置（倉敷方面団管内）

4月 機構改革、児島・玉島消防署に課長級副署長を、臨港消防署に警防主幹及び予防主幹を置く

職員定数改正、定数450人

11月 玉島消防署新庁舎落成

第16回倉敷市消防吏員昇任試験実施

平成6年 2月 小型動力ポンプ付水槽車購入、玉島消防署へ配置

3月 防災行政通信ネットワーク整備

4月 機構改革、警防課に救急救助係を新設、通信指令課を新設、防災対策課を危険物課に改称

平成7年 3月 (社)日本損害保険協会から高規格救急車1台寄贈を受け、児島消防署へ配置

4月 機構改革、消防局に参事を置く

11月 第17回倉敷市消防吏員昇任試験実施

児島鷲羽ライオンズクラブから児島消防署へ指令車1台寄贈を受ける



平成8年 3月 災害対応高規格救急車（4WD）購入、玉島消防署へ配置

小型動力ポンプ付水槽車購入、水島消防署へ配置

耐震性防火水槽(100ｔ)を倉敷地区中央図書館東へ設置

救急消毒室を水島、児島、臨港消防署へ設置

大型高所放水車を更新し、水島消防署に配置

4月 機構改革、予防課に課長級主幹を置く

消防団機構改革、玉島方面団を8分団30部とする

平成9年 3月 高規格救急車購入、水島消防署へ配置

大型化学車、 泡原液搬送車を更新し、水島消防署へ配置

耐震性防火水槽（100ｔ）を水島地区西栄町第一公園へ設置

消防緊急通信指令施設( 発信地表示装置を含む) を設置

5月 倉敷市消防局・倉敷消防署新合同庁舎落成、防災センタ－を庁舎内に設置

大高出張所廃止

9月 第18回倉敷市消防吏員昇任試験実施

平成10年 1月 救急消毒室を5出張所へ設置

3月 大型化学車購入、水島消防署へ配置

救助工作車（Ⅲ型）購入、倉敷消防署へ配置

高規格救急車購入、臨港消防署へ配置

耐震性防火水槽（100ｔ）を玉島地区爪崎消防団機庫用地へ設置

4月 消防団無線運用開始

11月 救急消毒室を3出張所へ設置

平成11年 3月 耐震性防火水槽（100ｔ）を児島地区味野第二公園内へ設置

6月 略帽をアポロキャップに変更

8月 山陽自動車道相互応援協定締結

9月 国際消防救助隊として2人を台湾へ派遣

第19回倉敷市消防吏員昇任試験実施

11月 耐震性防火水槽（100ｔ）を倉敷地区美和第一公園へ設置

12月 無線設備更新（鴨ケ辻無線中継所）

平成12年 8月 高規格救急車購入、倉敷消防署へ配置

9月 防火服装を更新

平成13年 3月 倉敷消防署中洲出張所を新築

耐震性防火水槽（100ｔ）を水島地区市役所連島出張所駐車場へ設置

災害対応高規格救急車（4WD）購入、児島消防署へ配置

4月 機構改革、警防課と通信指令課を統合、総務課を消防総務課に改称

9月 第20回倉敷市消防吏員昇任試験実施

12月 倉敷王子ライオンズクラブから人員搬送車（定員15人）1台寄贈を受け、児島方面団へ配置

平成14年 2月 (社)日本損害保険協会から普通消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型）1台寄贈を受け、倉敷消防署へ配置

3月 小型動力ポンプ付水槽車購入、児島消防署へ配置

高規格救急車購入、玉島消防署へ配置

4月 倉敷消防署中洲出張所を分署に格上げ

平成15年 1月 高規格救急車2台購入、倉敷消防署へ配置

普通消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型）購入、玉島消防署へ配置

耐震性防火水槽（100ｔ）を玉島地区爪崎西公園へ設置

3月 水槽付消防ポンプ自動車（Ⅱ型）購入、倉敷消防署へ配置

9月 第21回倉敷市消防吏員昇任試験実施



12月 災害対応特殊消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型）購入、児島消防署へ配置

水槽付消防ポンプ自動車（Ⅱ型）購入、臨港消防署へ配置

耐震性防火水槽（100ｔ）を児島地区小川4丁目公園へ設置

平成16年 3月 倉敷消防署東出張所を新築

(社)日本損害保険協会から高規格救急車1台寄贈を受け、児島消防署へ配置

4月 危機管理担当設置

10月 緊急消防援助隊として11人を兵庫県豊岡市へ派遣

12月 高規格救急車購入、児島消防署へ配置

平成17年 3月 災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車（Ⅱ型）購入、玉島消防署へ配置

4月 職員定数改正、定数465人

水島分団を新設

8月 船穂町、真備町を編入合併

船穂町、真備町消防団を玉島方面団へ編入、定員1,968人

（倉敷方面団19分団400人　児島方面団7分団35部600人　玉島方面団17分団46部968人）

職員定数改正、定数475人

9月 第22回倉敷市消防吏員昇任試験実施

11月 消防指揮車購入、警防課へ配置

12月 災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車（50ｍ級）購入、倉敷消防署へ配置

耐震性防火水槽（100ｔ）を倉敷地区浜ノ茶屋公園、老松第2公園へ設置

平成18年 1月 災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車（Ⅱ型）購入、水島消防署へ配置

2月 普通消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型）購入、玉島消防署へ配置

3月 災害対応特殊消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型）購入、玉島消防署へ配置

支援車（Ⅰ型）購入、警防課へ配置

4月 高機能消防指令センター一部運用開始（災害点直近選別方式による出動体制、携帯電話メールに

よる消防団招集等）

玉島消防署真備分署（旧庁舎）運用開始

（普通消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型)・高規格救急車購入、配置）

消防団機構改革、水島方面団を設立（倉敷方面団14分団296人、児島方面団7分団35部600人、

玉島方面団17分団46部968人、水島方面団5分団104人）

7月 玉島消防署真備分署を新築

10月 第23回倉敷市消防吏員昇任試験実施

平成18年度中国・四国ブロック緊急消防援助隊合同訓練実施（会場：玉島乙島　玉島の森他）

平成19年 2月 災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車（Ⅱ型）購入、児島消防署へ配置

普通消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型)購入、倉敷消防署へ配置

3月 高規格救急車購入、玉島消防署へ配置

4月 次長（部長級）を総括参事に、次長を副参事に改める

10月 第24回倉敷市消防吏員昇任試験実施

11月 消防指令車購入、水島消防署へ配置

12月 高規格救急車購入、水島消防署へ配置

平成20年 2月 災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車（Ⅱ型）購入、倉敷消防署へ配置

 3月 臨港消防署新庁舎落成

救助工作車（Ⅱ型）購入、水島消防署へ配置

耐震性防火水槽（100ｔ）を児島地区小川第2公園、小川北公園へ設置

4月 消防団機構改革（団本部5人、倉敷方面隊17分団449人、児島方面隊7分団32部620人、

玉島方面隊11分団41部786人、水島方面隊7分団199人）定員2,059人

10月 高規格救急車購入、倉敷消防署へ配置

第25回倉敷市消防吏員昇任試験実施

平成21年 2月 救助工作車（Ⅱ型）購入、児島消防署へ配置



3月 高規格救急車購入、倉敷消防署へ配置

4月 総括参事（部長級）を参事に改める

臨港消防署を児島消防署臨港分署に、危険物課を危険物保安課に改める

8月 倉敷市高度救助隊発足

10月 消防指令車購入、玉島消防署へ配置

第26回倉敷市消防吏員昇任試験実施

12月 高規格救急車2台購入、児島消防署及び玉島消防署へ配置

耐震性防火水槽（100ｔ）を玉島地区柏台第4公園へ設置

平成22年 2月 普通消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型)2台購入、水島消防署及び児島消防署へ配置

4月 再任用制度導入（短時間勤務）

5月 耐震性防火水槽（100ｔ）を水島地区東塚公園へ設置

10月 第27回倉敷市消防吏員昇任試験実施

平成23年 2月 高規格救急車2台購入、児島消防署及び玉島消防署へ配置、消防指令車購入、倉敷消防署へ配置

　　　　 3月 災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車（30ｍ級）購入、水島消防署へ配置

9月 全国共済農業協同組合連合会から高規格救急車1台寄贈を受け、玉島消防署西出張所へ配置

10月 第28回倉敷市消防吏員昇任試験実施

平成24年 2月 消防指令車購入、児島消防署へ配置

　　　　 3月 消防用資機材搬送車購入、倉敷消防署へ配置

水島消防署庁舎耐震補強・大規模改修工事竣工

9月 耐震性防火水槽（100ｔ）を児島地区和井田公園へ設置

10月 第29回倉敷市消防吏員昇任試験実施

11月 全国共済農業協同組合連合会から高規格救急車1台寄贈を受け、倉敷消防署中洲分署へ配置

12月 高規格救急車1台購入、児島消防署へ配置

平成25年 3月 耐震性防火水槽（100ｔ）を倉敷地区倉敷運動公園へ設置

消防救急デジタル無線整備完了（4月運用開始）

4月 消防救急デジタル無線運用開始

10月 第30回倉敷市消防吏員昇任試験実施

平成26年 1月 高規格救急車2台購入、倉敷消防署及び水島消防署へ配置

2月 はしご付消防ポンプ自動車（15ｍ級）1台購入、児島消防署へ配置

資機材搬送車1台購入、児島消防署へ配置

3月 救助工作車1台購入、玉島消防署へ配置

耐震性防火水槽（100ｔ）を水島地区水島方面隊水島分団機庫敷地内へ設置

4月 耐震性防火水槽（100ｔ）を児島地区小西公園へ設置

9月 第31回倉敷市消防吏員昇任試験実施

平成27年 2月 化学車（Ⅱ型）購入、児島消防署へ配置

3月 高規格救急車2台購入、児島消防署臨港分署及び郷内出張所へ配置

防災センター改修

9月 第32回倉敷市消防吏員昇任試験実施

平成28年 2月 高規格救急車2台購入、倉敷消防署及び玉島消防署真備分署へ配置

3月 救助工作車（Ⅲ型）1台購入、倉敷消防署へ配置

消防緊急通信指令システム整備完了（高所カメラ２台新設、ＮＥＴ１１９導入）

4月 消防緊急通信指令システム本運用開始

6月 耐震性防火水槽（100ｔ）を児島地区　児島元浜町元浜第一公園内へ設置

8月 第33回倉敷市消防吏員昇任試験実施

平成29年 1月 耐震性防火水槽（100ｔ）を倉敷地区　阿知１丁目倉敷駅東開発地へ設置

2月 消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型)1台購入、玉島消防署北出張所へ配置

3月 高規格救急車2台購入、水島消防署及び倉敷消防署東出張所へ配置

耐震性防火水槽（100ｔ）を玉島地区　玉島１丁目日の出公園内へ設置

玉島消防署　北出張所及び勇崎出張所　耐震補強工事竣工

総務省消防庁から国有財産の無償使用により、大型放水砲車及び大容量送水ポンプ車を配備



8月 第34回倉敷市消防吏員昇任試験実施

10月 マイクロバス（定員29人）購入、消防局に配置

11月 児島消防署臨港分署に臨港放水１及び臨港送水１の車庫竣工

12月 児島消防署琴浦出張所　耐震補強工事竣工

平成30年 2月 消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型)1台購入、倉敷消防署庄出張所へ配置

高規格救急車2台購入、玉島消防署及び玉島消防署勇崎出張所へ配置

5月 倉敷市消防局のイメージで「カワセミ」図案を運用開始

7月 平成30年7月豪雨災害により、玉島消防署真備分署及び真備分団5機庫が浸水

常備車両5台、非常備車両1台が浸水

9月 第35回倉敷市消防吏員昇任試験実施

12月 消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型)2台購入、児島消防署、児島消防署郷内出張所へ配置

平成31年 1月 防火服装及び防火帽を平成12年9月以来に仕様更新

 2月 高規格救急車2台購入、倉敷消防署及び児島消防署琴浦出張所へ配置

3月 旭テクノプラントからの寄贈により小型水陸両用車及び搬送車が倉敷消防署へ配備

玉島消防署に女性用施設を整備

令和元年 5月 耐震性防火水槽（100ｔ）を水島地区　亀島第７公園へ設置

消防局指揮支援隊の運用を開始

8月 平成30年豪雨災害により、浸水被害を受けた玉島消防署真備分署の復旧が完了

10月 第36回倉敷市消防吏員昇任試験実施

令和2年　1月 高機能救命ボートが消防庁から無償貸与され、水島消防署に配備される

2月 高規格救急車2台購入、児島消防署及び児島消防署下津井出張所へ配置

3月 水島消防署に女性用施設を整備

耐震性防火水槽（100ｔ）を倉敷地区　阿知３丁目地内へ設置

大型高所放水車1台購入、水島消防署へ配置

10月 第37回倉敷市消防吏員昇任試験実施

12月 水上オートバイが消防庁から無償貸与され、玉島消防署に配備される

令和3年  1月 高規格救急車2台購入、水島消防署及び玉島消防署西出張所へ配置

無人航空機（ドローン）を購入、消防局指揮支援隊に配置

3月 児島消防署に女性用施設を整備

大型化学消防ポンプ自動車1台購入、水島消防署へ配置

消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型)1台購入、児島消防署下津井出張所へ配置

7月 ブーム付き多目的消防ポンプ自動車を購入、玉島消防署へ配置

8月 第38回倉敷市消防吏員昇任試験実施

令和4年　2月 消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型）1台購入、水島消防署へ配置

高規格救急車2台購入、倉敷消防署庄出張所及び児島消防署郷内出張所へ配置

3月 化学消防ポンプ自動車1台購入、児島消防署へ配置

8月 第39回倉敷市消防吏員昇任試験実施

令和5年　1月 高規格救急車2台購入、倉敷消防署及び玉島消防署真備分署へ配置

2月 資器材搬送車1台購入、児島消防署臨港分署へ配置

6月 化学消防ポンプ自動車1台購入、倉敷消防署中洲分署へ配置

5月 G7広島サミット消防特別警戒のため、4台22名を広島市へ派遣

8月 第40回倉敷市消防吏員昇任試験実施

令和6年　2月 高規格救急車2台購入、水島消防署と倉敷消防署東出張所へ配置

3月 泡原液搬送車1台購入、水島消防署へ配置

8月 第41回倉敷市消防吏員昇任試験実施

令和7年　1月 高規格救急車2台購入、児島消防署臨港分署及び玉島消防署勇崎出張所へ配置

2月 消防指揮車1台購入、消防局に配置

3月 消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型）1台購入、倉敷消防署へ配置



４ 令和７年度倉敷市消防局主要施策 

 

行政と市民、企業等が連携をとり、「災害に備えるまちづくり」を実現するため、防災意識

を高め、災害に的確かつ迅速に対応できる体制を強化するため次の諸事業を推進する。 

 

１ 消防防災体制の充実強化 

(１) 南海トラフ地震等大規模災害（地震・風水害等）へ迅速・適正に対応できる消防体制

を強化するための訓練の実施 

倉敷市地域防災計画に記載される南海トラフ地震等の大規模災害（地震・風水害等）の

被害想定に基づき、管内で予想される大規模多発火災、建物の倒壊、津波浸水、豪雨等

による被害に対して、消火、救急、救助、避難誘導等の活動が迅速に行えるよう、訓練

を実施するとともに、各種計画及びマニュアルの見直しにより消防体制の強化を図る。 

また、南海トラフ地震発生時には、緊急消防援助隊岡山県大隊の出動が計画されている

ことから、エネルギー・産業基盤災害即応部隊を中心とした応援体制についても、計画

及びマニュアルを随時見直し、消防応援体制の充実を図る。 

(２) 消防施設及び資機材の充実 

   災害時に拠点となる消防施設の計画的な整備を進めるとともに、消防施設の老朽化等に

伴う補修等、必要に応じて適正な維持管理をし、倉敷市庁舎再編計画に基づく消防局移

転準備を進めていく。 

   当局の消防車両は、消防力の整備指針に基づき配備されており、車両状況を考慮して随

時更新しているところであるが、消防車両の価格及び配置消防車両維持管理費が上昇傾

向にあることから、出動計画の見直しと並行して高性能で省力化の期待できる消防車両

に更新していく。 

また、消防用資機材等の充実については、南海トラフ地震、水害、土砂災害等の自然災

害やＮＢＣＲ（核・生物・化学・放射能）災害に対処できる資機材を充実させるととも

に、無人航空機（ドローン）を中心とした情報収集能力の強化を図る。 

(３) 消防緊急通信指令業務の充実強化 

消防緊急通信指令業務の強化を図る。火災・救急等をはじめとする各種消防業務や、大

規模災害時の通信連絡体制の効果的運用を図り、被害を最小限度にとどめ、市民の生命



・財産を保護し福祉の増進に寄与する。 

(４) 市民への積極的な情報発信 

  ホームページ、ＳＮＳ、各種メディア等を通じて、消防関連行事、法令改正や安全に関

する情報を積極的に発信し、市民や事業主に対して消防行政への理解を深めてもらうとと

もに、分かりやすく効果的な広報を実施する。 

(５) 女性消防吏員の更なる活躍推進 

ア 女性消防吏員の増員に向けた取組みの推進 

    社会人及び教育機関等の受験対象者になると思われる方へ、女性割合、女性の採用者

数、女性消防吏員の活躍推進に向けた取組を、採用説明会・イベント等を通して広報

をするとともに、ＳＮＳ等に掲載するなど「見える化」を推進する。 

イ 女性消防吏員活躍推進に係る教養、装備等の計画的な改善 

女性消防吏員の活躍の場を広げるために、全職員を対象にした教養を実施する。また、

女性消防吏員の要望に応じて、女性用の装備等の改善、被服、装備品の拡充を積極的に

進める。 

(６) 消防に関する企画立案の推進 

   横断的な組織体制で消防に関する企画立案、計画等の策定を行い、消防の抱える諸課題

を解決する。 

 

２ 消防技術の向上と安全対策の確立 

(１) 安全管理体制の強化 

   緊急走行、災害の現場及び査察検査時等の安全管理並びに惨事ストレスの防止を推進す

るため、局教養、派遣研修を通じて職員へ安全管理の重要性を浸透させる。 

   また、外部有識者を講師に招き、高梁川流域６消防本部合同による安全管理に関する講

習会を実施し、広く安全管理体制の強化を図る。 

(２) 危機管理体制の整備 

   自然環境、生活環境等の変化に伴い、災害の要因も複雑多様化し潜在的危険性が増大す

る傾向にある中で、これに対応する消防職団員の安全管理・危機管理体制の強化を図る

ため、訓練等によって消防防災技術及び知識の向上を一層推進する。 

(３) 教育研修の充実による高度な人材育成 



   ベテラン・中堅職員の知識・技術を若手職員に伝達し、技術力、安全対策の低下を招か

ない体制づくりと、職員一人ひとりが消防の使命を再認識し、自信と誇りを持って自己

の能力向上に取り組める環境づくりを推進する。 

市民の方へ、より価値の高いサービスを提供するためには、業務全般に渡る広い知識を

身につけ、全体の連携を強固にして、組織力の強化を図る必要がある。その手段として、

平成２７年度から開始した「人材育成プログラム」の内容の見直しを行いながら継続実

施する。また、局内教養の充実を図るとともに福山地区消防組合消防局と中堅職員を対

象とした効果的な交流教育研修を実施する。 

 

３ 消防団組織の強化と活性化対策の推進 

(１) 消防団組織の強化と活性化対策の充実 

ア 地域防災力の中核として欠くことのできない存在である消防団が、各種災害に対応

できるよう、団員定数を充足させるとともに、消防機庫の移転等を視野に機庫用地の確

保を図り、市内の消防力を充実させる。 

イ 消防団機庫の改修、車両、資機材などの充実強化を図り、魅力ある消防団づくりを

推進する。 

ウ イベント等を通じて消防団の活動内容を幅広い年代に対して広報するなど、入団促

進へ繋げる活動を実施する。 

(２) 消防団と事業所の連携・協力体制の強化 

   被雇用者の消防団員が大多数を占める現状から、被雇用者が入団しやすく活動しやすい

環境を整備するため、消防団協力事業所表示制度を推進し、消防団と事業所の連携・協

力体制の強化を図る。 

(３) 地域に密着した消防団づくりの推進 

  ア 地域行事へ積極的に参加し、消防広報や訓練指導などの消防団活動を通じて、地元で

ボランティア活動ができる消防団の魅力をアピールする。 

  イ 女性消防団員による防火広報や救急法の指導補助など、きめ細やかな活動で、地域に

密着した消防団を目指す。 

  ウ 倉敷市学生消防団活動認証制度により、真摯に消防団活動に取り組み、地域社会へ貢

献した大学生、大学院生又は専門学校生について、本市がその功績を認証することによ



り、就職活動を支援する。 

 

４ 救急・救助活動体制及び応援体制の充実強化 

(１) 救急高度化の推進 

   平成３年に救急救命士法の制定及び救急隊員の応急処置の拡大が図られたことを契機に

平成４年に倉敷市救急高度化推進計画を策定し、毎年見直しを図っている。指導救命士

及び救急救命士の養成をはじめ、高規格救急車の更新、救急救命士の病院実習及び処置

拡大による救急隊員の教育訓練などの救急高度化を計画的に進める。 

(２) 救急隊員の教育 

   市民を救命するためには、救急救命士をはじめ、救急隊員の教育訓練が不可欠であるこ

とから、救急救命士にあっては、病院等での研修及び実習を継続し、２年間で１２８単

位を取得させるとともに、気管挿管及び薬剤投与の認定救急救命士を養成していく。 

   さらに、全国救急隊員シンポジウムや救急医学会での発表や出演、事後検証会や各種研

修会の開催等、教育訓練の機会を増やし、指導救命士が中心となって救急隊員のレベル

アップを図る。 

   救急救命士以外の救急隊員にあっては、「救急隊員再教育プログラム」に基づき、教育

訓練を行い、知識・技術の向上を図る。 

(３) 救急搬送体制の充実 

迅速かつ適切な病院搬送を行うために、備中地区メディカルコントロール協議会及び医

療機関との連携強化を図り、救急搬送体制の問題点を検討することで、救急搬送が円滑

に行えるように対応していく。 

(４) 救急車の適正利用 

   全国的な問題となっている救急車の出場件数の増加や搬送者の半数以上が軽症であるこ

となどから、真に緊急を要し、救急車を必要とする傷病者への対応が遅れることがない

よう、救急車の適正利用を呼びかけるとともに、普段の生活の中で、病気やけがに気を

つける予防救急の普及啓発を行う。 

(５) 応急手当の普及 

   倉敷市消防局管内においては、救急要請の通報を受けてから現場に到着するまでの平均

時間は、令和６年中で８．５分を要している。救急隊の現場到着までに、バイスタンダ



ーによる適切な応急処置が行われることで救命の可能性は一段と高くなる。 

   一人でも多くの市民に正しい応急手当の知識と技術を身につけてもらうことを目的に、

今後も、引き続き市民に対して心肺蘇生法、大出血の時の止血法、ＡＥＤ操作の技能が

習得できる普通救命講習会（３時間）・上級救命講習会（８時間）及び応急手当普及員

講習会（２４時間）を開催し、応急手当の普及と救命率の向上を図る。 

   また、誰でも気軽に受講できるシステムとして、インターネットを利用した「応急手当

ＷＥＢ講習」の開催やＳＮＳを活用した普及啓発にも努める。 

(６) 救マーク制度の普及 

   応急手当等を適切に行うことができる従業員が常に勤務する事業所に対して「救マー

ク」を交付している。今後も継続して「救マーク」制度の普及に努め、だれもが安心し

て利用することができる救急環境の整備を推進していく。 

(７) 感染防止対策の強化 

   新興感染症をはじめとする各種感染症に対応するために、救急隊員の各種ワクチン接種、

感染防止資器材の整備及び備蓄を進め、救急活動時における救急隊員への感染防止対策

を強化する。 

(８) 救助体制及び応援体制の充実強化 

   平成７年１月１７日に発生した阪神・淡路大震災を契機に、平成７年６月、国内で発生

した地震等の大規模災害時における人命救助等をより効果的かつ迅速に実施し得るよう、

全国の消防機関相互による援助体制を構築するため、緊急消防援助隊が創設された。 

   倉敷市消防局でも平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災を始め、平成２６年８

月２０日発生の広島市土砂災害、平成２８年４月１６日に発生した熊本地震に、緊急消

防援助隊として職員を派遣している。このような災害が発生した場合に備えて、人命検

索資機材等の整備を行うとともに、救助資機材の装備充実を図りながら、過酷な災害現

場の多種多様な災害事象に的確に対応のできる救助指導者及び救助隊員を養成していく。

更に大規模な災害に対応するための装備を備えた、高度救助隊を中心に広域応援体制の

充実強化を図る。 

   また、国内に限らず本市では、海外で発生した災害現場で活動する国際消防救助隊員６

名を登録している。平成１１年９月に発生した台湾地震では、日本の救助チームの一員

として２名派遣している。 



   さらに、平成２３年２月に発生したニュージーランド・クライストチャーチ市の地震で

は、倉敷市の姉妹都市であることから本市から国際交流課の職員１名と救急救命士２名

を現地に派遣した。 

   今後も海外で発生した災害等における救助活動なども視野に入れ、国際消防救助隊員と

しての技術を維持できるように訓練の参加や、派遣時における対応マニュアルを随時更

新し、環境整備に努めていく。 

 

５ 火災予防対策の充実強化 

(１) 公表制度の適切な運用及び重大違反対象物是正指導の強化 

    不特定多数の方が利用する防火対象物について、重大な消防法令違反（消防法令によ

り建物に設置が義務付けられている屋内消火栓設備、スプリンクラー設備又は自動火災

報知設備のいずれかが法令に違反して設置されていないもの）があることを覚知した場

合には、所定の手続きに沿って倉敷市消防局ホームページで公表する。その施設情報を

利用者に発信することにより、施設利用の判断材料を提供する。 

  また、消防用設備等の重大な消防法令違反がある防火対象物を重点とした査察を実

施する。 

    違反を覚知した防火対象物について違反是正を進め、特に人命危険の高い対象物に対

しては、「命令」を含めた厳格な違反処理を実施する。 

 (２) 査察計画に基づく適切な実行管理 

   倉敷市火災予防等査察規程に基づく年間査察計画に従って、計画どおりに査察を実施す  

る。 

 (３) 市民へ防火安全・安心情報の発信 

  ア 安全・安心な施設情報 

    不特定多数の方が利用する防火対象物及び大規模な防火対象物について、防火・防災   

管理上の一定の基準に適合しているものを倉敷市消防局ホームページへ掲載する。 

    その施設情報を利用者等に発信することにより、防火等に関する安全体制の確立を図   

る。 

  イ 防火対象物に係る表示制度 

    ホテル・旅館等からの申請に基づき審査を実施し、消防法令のほか重要な建築構造等   



に関する基準に適合している場合、表示マークを交付するとともに、倉敷市消防局ホー   

ムページへ掲載し、施設の利用者に防火安全情報を発信する。 

 (４) 住宅用防火対策の推進（住宅用火災警報器の普及及び取替促進） 

   平成１６年住宅用火災警報器の設置について法改正が行われ、平成２３年６月全ての住  

宅に設置が義務化された。令和６年１２月現在の設置率は７６．２％（条例適合率は７

３．１％）となっている。今後も住宅用火災警報器の未設置世帯への設置及び設置済世

帯への継続的な維持管理(点検・交換)を働きかけ、住宅火災による被害のさらなる軽減

を目指す。 

 (５) 自主防災組織の育成強化 

   防火協会、幼年少年消防クラブ、女性防火クラブ等の自主防災組織の育成指導を行うと  

ともに、自衛消防隊の活動を積極的に指導推進し、災害に強く安心して暮らせるまちづ

くりを目標とした自主防災体制の育成強化を図る。 

 (６) 類似火災防止のための火災原因調査能力の向上 

   近年の火災件数の減少に伴い、火災調査の経験不足から、火災調査能力の底上げが課題

となっている。このことから、火災調査能力の向上を目的とした研修等に派遣する機会

を増やし、主任調査員が中心となり組織のレベルアップを図る。また、原因不明の火災

を減らすことで類似火災の防止を図る。 

 (７) 予防技術資格者の養成 

   高度化、専門化する予防業務を的確に行うため、高度な知識及び技術を有する予防技術  

資格者を養成する。 

 (８) 予防広報及び防火指導の強化 

   テレビ・ラジオ・新聞・広報誌・インターネット・ＳＮＳ等あらゆるメディア及び広報

車両等を活用して、具体的でわかりやすい火災予防広報を実施し、市民の防火防災意識

の高揚を図る。 

   各種イベントを通じ、地域住民とのふれあいを深め住民の防火防災への関心、意識を高  

める。 

 (９) 電子申請システムの利便性向上 

   令和５年３月から運用を開始した火災予防関係手続における電子申請システムについて  

手続きを拡大し、市民の利便性向上を図る。 



６ 石油コンビナート防災体制の充実強化 

(１) 地震・津波、風水害対策 

地震対策については、国の南海トラフ地震想定に基づき、岡山県が示した震度分布図・

液状化危険度分布図・津波浸水想定図や、防災アセスメントの結果を基に見直された、

岡山県石油コンビナート等防災計画により、岡山県とともに各事業所に対して、地震、

液状化及び津波対策の促進を指導する。 

また、総務省消防庁が作成した「危険物施設の風水害対策ガイドライン」や倉敷市が作

成した「倉敷市高潮ハザードマップ」等を参考にして、危険物施設、毒劇物施設及び高

圧ガス施設への風水害対策の促進を指導する。 

(２) コンビナート事業所等に対する事故防止対策の推進 

水島コンビナート地区全体の保安レベル向上と事故低減を目指し、倉敷市コンビナート

防災審議会と連携した取り組みを本年度も実施する。 

令和５年度に「事業所のセーフティマネージメント」としてヒューマンエラーに注目し

て検証した。令和６年度は、令和５年度を継承する形で「事業所のセーフティマネージ

メント～物的要因に隠れた人的要因～」として、物的要因の背景にある複合要因を検証

し、報告書としてまとめた。 

今年度は新たに「事業所におけるセーフティマネージメント検討会」を開催し、より実

践的な事故防止対策を推進する。 

また、事故発生後に実施される事故報告会では、倉敷市コンビナート防災審議会の委員

から、火災や漏えい等の原因究明について専門的な知見による助言を受け、同種事故の

再発防止を指導する。 

(３) 自主保安管理体制の充実強化 

  法令改正時には、管内事業所に周知徹底するとともに、高経年化した防災施設の適 切

な維持管理を指導し、防災業務実施状況の確認を通じて、自主保安管理体制の充実強化を

図る。 

    また、立入検査時等には、他都市の事故事例や行政指導状況を参考にし、施設の安全

性の確認を行い、関係者の防災意識の高揚、コンビナートの災害予防及び防災活動能力

等の向上を図る。 

(４) 他機関との連携によるコンビナート防災体制の確立 



  ア 総務省消防庁が作成した「石油コンビナート等防災本部の訓練マニュアル」などを 

参考に、自衛防災組織や共同防災組織との合同訓練で、消防機関との連携強化を図り、

防災資機材の適正な運用及び実践的な訓練の実施を指導する。 

    また、防災要員の知識と技術の向上を図るため、教育・研修については、総務省消 

防庁が作成した「自衛防災組織等の教育・研修のあり方調査検討報告書」を活用し、指

導を行うとともに、実火災消火訓練を継続する。 

  イ 岡山県石油コンビナート等防災計画に基づき、岡山県をはじめ、警察機関、水島海上

保安部等と、より密接に連携した防災体制を確立する。 

  ウ 広域共同防災組織については、効果的な運用ができるよう関係機関・組織との連携 

強化を図る。 

 

７ 危険物及び高圧ガス保安対策の推進 

(１) 地震・津波、風水害対策 

   危険物施設及び高圧ガス施設を有する事業所に対して、過去に発生した大震災を踏まえ

た地震対策及び南海トラフ地震による液状化及び津波想定への対策を確認し、地震対策

の促進を指導する。 

また、危険物施設保有事業所に対して、総務省消防庁が作成した「危険物施設の風水害

対策ガイドライン」を活用し、危険物施設が立地する場所において、台風時等に想定さ

れる災害に迅速かつ的確に応急対策が行えるよう平時からの備え等、体制の強化を推進

する。 

(２) 危険物施設、高圧ガス施設等に対する保安対策の推進 

   危険物施設に対しては、火災・漏洩事故の大幅な低減を目的とし、総務省消防庁が作成

した「危険物等事故防止対策実施要領」に基づき、関係機関と連携を図りながら、官民

一体となった事故防止対策の徹底を図る。 

   高圧ガス事業所については、「高圧ガス保安法」及び「液化石油ガスの保安の確保及び

取引の適正化に関する法律」に係る立入検査等を継続し、現状把握を行うとともに、自

主保安対策の促進に努める。 

また、危険物安全週間や高圧ガス保安活動促進週間等の行事及び立入検査等あらゆる機

会をとらえ、事業所における適正な定期点検及び日常点検の実施について指導を行い、



安全意識の高揚と自主保安体制の充実強化を図る。 

(３) 市民・事業者への情報発信 

情報発信については、ホームページ・ＳＮＳの活用等各種ソーシャルメディアを通じて、

市民や事業者に対して、各種関連行事、法令改正や安全情報を発信するとともに、ＤＶ

Ｄなどの映像資料の貸し出しにより、危険物・高圧ガスの安全な取扱いに対する意識の

高揚を図る。 

 

８ 危機管理体制の充実強化 

(１) 関係機関との連携強化 

消防局内の危機管理組織として、市長部局の危機管理と併任した危機管理担当専任者を

配置しており、より一層、国、県（警察を含む）及び市長部局との連携強化を図り、危機

事案への事前対策や事案発生時の対応力の向上に努める。 

(２) 各種活動計画の見直し 

防災危機管理室と連携し、倉敷市地域防災計画にある南海トラフ地震防災対策推進計画

に基づき、各種活動計画の見直しを行う。 

(３) 各種災害への対応力強化 

大規模な自然災害やコンビナート災害、集団救急事案、テロ災害などの特殊災害に対す

る訓練を行い、特殊災害への対応能力の向上を図る。また、管内の災害事案への対応につ

いて、市長部局の組織的な即応体制を強化するため、消防緊急通信指令システムと倉敷市

総合防災情報システムとの連携運用を含めた訓練を計画的に実施する。 

(４) 国民保護計画に基づく各種検討 

倉敷市国民保護計画に基づき、消防機関としての資料の収集及び分析並びに関連項目の

検討を行う。  



５　倉敷市消防局の組織

防災・広域応援担当

警 防 課

消 防 救 助 係

救 急 係

局 長

参 事

総 務 係

消 防 団 係

消防総務課

倉敷消防署 消 防 ２ 係

危険物保安課

参 事

通信指令１係

通信指令２係

予 防 係予 防 課

参 事

予 防 係

救 助 １ 係

救 助 ２ 係

中 洲 分 署

審 査 指 導 係

消 防 １ 係

庄 出 張 所

東 出 張 所

消 防 １ 係

水島消防署 消 防 ２ 係

消 防 ２ 係

予 防 保 安 係

消 防 １ 係

児島消防署

西 出 張 所

消 防 １ 係

消 防 ２ 係

真 備 分 署

予 防 係

勇 崎 出 張 所

北 出 張 所

玉島消防署

予 防 係

琴 浦 出 張 所

郷 内 出 張 所

下津井出張所

臨 港 分 署



総務係

公印の管理、文書の収受及び発送、条例、規則、規程等、職員の福利厚生、公務災害、
予算の編成及び会計、経理、国庫補助金の申請事務、物品の調達、修繕及び管理、職員
の出張旅費の決定・支給、職員の採用、給与、任免、分限、懲戒、服務、その他身分、
職員の表彰、教養研修、消防用財産の営繕及び管理、各種消防統計、消防の企画、消防
総合連絡並びに調整に関すること、その他他の主管に属さないこと。

消防団係

消防団員の任免、服務、給与、表彰、その他身分、消防団員等公務災害、退職、消防団
員報償、消防団の統計、消防協会、消防団員福祉共済制度、消防団の消防機械器具の配
置、研究及び維持運用に関すること、その他消防団に関すること。

消防救助係

水火災等の警戒及び防御、水火災の防災計画及び訓練、消防水利、警防・救助の統計、
開発行為、消防機械器具(消防団を除く。)の配置、研究及び維持運用、救助技術の研究
及び維持運用、緊急消防援助隊、国際消防救助隊、その他警防事務に関すること。

救急係

救急の統計、救急技術の研究、指導及び教育訓練、メディカルコントロールに関するこ
と、職員の安全管理及び感染防止対策、その他救急事務に関すること。

通信指令係

水火災等の災害及び救急通報の受付並びに出動指令、消防通信施設の維持管理、消防通
信の運用及び統制、災害情報及び救急医療情報の収集並びに情報支援、火災警報及び火
災注意報の発令並びに気象情報、職員の非常招集、その他通信指令事務に関すること。

防災・広域応援担当

南海トラフ地震等大規模地震対策、大規模災害・大規模自然災害時の総合連携、相互応
援協定、緊急消防援助隊による広域応援や受援対応、指令システム及び防災情報システ
ムの総合調整、その他防災・広域応援全般の事務に関すること。

予防係

防火思想の普及宣伝、防火管理者の資格取得講習及び指導、予防統計、消防広報及び消
防相談、防火協力団体の育成指導、火薬類（煙火）の消費許可、火災等の原因及び損害
調査、その他予防事務に関すること。

審査指導係

防火対象物の消防用設備等の審査、指導及び検査、建築物の確認同意並びに確認同意事
務の指導及び調整、火災予防査察及び違反処理、その他予防事務に関すること。

危
険
物
保
安
課

危険物製造所等の許可、検査、指導及び違反処理、危険物関係届出事項の受理及び指
導、危険物取扱者及び保安監督者の指導、危険物事務の統計、石油コンビナート等災害
防止法、コンビナートの防災対策及び指導、コンビナート防災審議会、災害防止協定、
高圧ガス保安法等、危険物・コンビナート・高圧ガスに係る事故等の原因調査及び事故
防止対策、その他危険物保安事務に関すること。

予
　
防
　
課

６　消防局の事務分掌

消
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